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研究の全体概要 

一般廃棄物最終処分場及び産業廃棄物管理型最終処分場を対象に、①長寿命化及び近年（将来）の気

候変動による維持管理上の課題、機能検査実施状況の実態を明らかにする。②実態調査に基づき機能改

善策も含めた機能検査・気候変動適応マニュアルを策定する。③特に浸出水処理施設のリニューアルと

コスト削減策を提案する。 

①実態調査の内、①-1機能検査の実態調査（石井担当）では、全国一般廃棄物・産業廃棄物(管理型)

最終処分場へのアンケート・ヒアリング調査、機能検査実施経験がある関係団体へのヒアリング調査に

より機能検査の実態を明らかにする。機能検査を重要としている行政にとって、これら実態把握は意義

がある。①-2 では、ゲリラ豪雨多発による維持管理上の課題調査を行う（佐藤、落合担当、①-1 と同

時実施）。浸出処理施設の課題のみならず、内部貯留や雨水排水の実態も把握する。浸出水処理施設運

転管理データの提供を求め、ゲリラ豪雨が浸出水量や質に及ぼす影響を定量的に明らかにし、最終処分

場に対する気候変動適応策の必要性を示す。 

②機能検査・気候変動適応マニュアルの策定（石井担当）では、①の調査結果を踏まえ、機能検査者

資格認定を行っている NPO最終処分場技術システム研究協会の専門家等及び行政・関連団体を交えたワ

ーキンググループ（コンソーシアム）を立ち上げ、機能改善策も含むマニュアルの策定を行う。このマ

ニュアルにより、一般・産廃最終処分場の機能検査の実施率の増加が期待できる。 

③浸出水処理施設のリニューアルとコスト削減策の提案（佐藤、落合担当）では、①で入手したデー

タ解析結果を基に、気候変動適応策として浸出水処理施設をリニューアルした場合の調整池と浸出水処

理施設の施設規模の再設計及び処理プロセス・運転の最適化を試みる。特に、1年目から AI適用の準備

を進め、2～3 年目に AI 適用による浸出水処理コスト削減を試みる。これらの結果は②のマニュアルの

内容に反映させる。以上より、最終処分場廃止に至るまでの長期の浸出水処理コスト、エネルギーを削

減でき、自治体の環境行政に大きな貢献をする。 
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出典：環境省一般廃棄物処理実態調査結果（H28年度）
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） 共用開始年

残余容量と調査年度埋立量から
推定された閉鎖年

残余年数30年以上が431施設

存在する。その内、浸出水処理
施設稼働337施設

○最終処分量減により最終処分場の長寿命化

図1 一般廃棄物処分場の共用年と推定閉鎖年（2071年以降はグラフに示していない）

残余年数30年以上
431施設

埋立中1,109施設の内819施設

が計画埋立終了年を上回る

長寿命化の進行に伴う最終処分場
の機能の保全と浸出水処理施設老
朽化、長期運転のコストが課題

①最終処分場の機能検査・気候
変動に伴う適応策が必要

②調整池及び浸出水処理施設
の規模の再設計、浸出水質
に応じた処理プロセスの検討
、運転コストの低減化が必要

図2 1時間降水量50mm以上の年間発生回数（気象庁）

全国の1時間降水量
50mm以上の年間
発生数が増加

機能検査実施例まだ少ない
長寿命化に伴う実態不明

・内部貯留の増加？
・最終処分場の気候
変動適応策は？

本研究が着目する課題

○ゲリラ豪雨多発による浸出水の内部貯留

・2018年1月～9月で
観測された1000地点
あたりの発生回数は262回

・1976～2017年で
10年あたり20.5回の増加）

2018（現在）

現行の構造基準

○本研究の目的
一般廃棄物最終処分場及び産業廃棄物管理型最終処分場を対象に、①長寿命化及び

近年のゲリラ豪雨多発による維持管理上の課題、機能検査実施状況の実態を明らかにし、
②実態調査に基づく機能改善策も含めた機能検査・気候変動適応マニュアルを策定し、
③特に浸出水処理施設のリニューアルとコスト削減策を提案すること。

①-1機能検査の実態調査
（担当：石井）
・長寿命化の実態
・機能検査実施状況の実態
（実施内容、評価結果など）

○研究推進体制
・最終処分場専門家を広く招へいした意見交換会
（AD会合と合同し、年数回を開催）

・マニュアル策定ワーキンググループによる集中議論

＜2～3年目＞
②機能検査・気候変動適応

マニュアルの策定
（担当：石井）
・機能検査項目、方法、評価
・機能上の問題の改善方策

＜2～3年目＞
③浸出水処理施設のリニューア
ルとコスト削減策の提案
（担当：佐藤、落合）
・気候変動への適応策
・過去の運転データに基づく、施設規模
及び処理プロセス、運転の最適化

○研究成果（行政ニーズ）
- 最終処分場の機能検査・気候変動適応マニュアル
- 最終処分場の気候変動適応対策
- 気候変動を考慮した構造基準、維持管理基準等の見直し

①-2ゲリラ豪雨多発及び温度上昇
による維持管理上の課題調査
（担当：佐藤、落合）
・内部貯留の実態
・浸出水処理施設への影響（量、質）

＜1年目＞ ①実態調査

○研究計画と役割分担 ○本研究の特徴
- 最終処分場長寿命化に伴

う課題の明確化
・最終処分量削減達成しつつ
ある日本ならではの知見）

- 浸出水処理施設等の再設
計方法論の確立と最適運
転の挑戦

・新設とは異なり既存データ
を最大限活用（AI適用）

・現状維持とリニューアルし
た場合のコスト比較

- 影響が大きい最終処分場
の気候変動適応策の提案

・環境の最終バリアとしての
最終処分場の安全性の担
保


